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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次 第125期中 第126期中 第127期中 第125期 第126期

会計期間

自　平成27年
　　10月１日
至　平成28年
　　３月31日

自　平成28年
　　10月１日
至　平成29年
　　３月31日

自　平成29年
　　10月１日
至　平成30年
　　３月31日

自　平成27年
　　10月１日
至　平成28年
　　９月30日

自　平成28年
　　10月１日
至　平成29年
　　９月30日

売上高 (千円) 5,450,197 6,058,401 6,371,512 10,569,028 11,494,129

経常利益 (千円) 561,289 852,864 932,077 848,474 1,120,852

中間(当期)純利益 (千円) 311,734 550,897 593,198 480,141 695,982

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 (株) 400,000 400,000 400,000 400,000 400,000

純資産額 (千円) 4,622,465 5,324,561 6,045,635 4,790,872 5,469,646

総資産額 (千円) 9,761,861 10,732,448 11,649,792 10,097,468 11,052,268

１株当たり純資産額 (円) 13,430.57 15,470.50 17,565.59 13,919.87 15,892.05

１株当たり中間(当期)純
利益

(円) 905.74 1,600.63 1,723.54 1,395.05 2,022.18

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 50 50

自己資本比率 (％) 47.35 49.61 51.89 47.45 49.49

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 184,805 582,153 397,441 469,577 1,033,537

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △85,908 △172,442 △150,937 △127,229 △173,758

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △24,092 △17,208 △17,208 △24,092 △17,208

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 2,159,291 2,795,244 3,474,608 2,402,742 3,245,312

従業員数
(ほか、平均臨時
雇用者数)

(名)
263 266 273 269 274
(26) (25) (20) (27) (29)

 

(注) １　当社は中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間及び連結会計年

度　 　

　 に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第125期中、第126期中、第127期中、第125期及び第126期については関連会社がないため、持分法を適用し

た場合の投資利益は記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。

 
３ 【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 
４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成30年３月31日現在

従業員数(名) 273(20)
 

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間平均雇用人員であります。

 

(2) 労働組合の状況

財務諸表提出会社の労働組合は、東洋経済新報社労働組合と称し、平成30年３月31日現在における組合員は  

136名で、上部団体の日本出版労働組合連合会に加盟しております。

なお、労使関係については引き続き安定した状態にあります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1)業績

当中間会計期間（2017年10月～18年3月）の日本経済は、緩やかな回復基調が継続しました。米中をはじめとして世界

的に景気の拡大が持続したことから、外需や設備投資が増加、企業業績もおおむね順調に推移しました。また、雇用・

所得環境は改善傾向をたどり、個人消費もわずかながらも持ち直しの動きを続けました。

　当社の業績に大きな影響を与える日本の株式市場は、2017年10月の総選挙を機に外国人投資家の資金が環流して上昇

基調に入り、2018年1月には日経平均株価がバブル崩壊後の最高値となる2万4000円台に達しました。その後、米国株式

市場の調整や同国の保護主義政策等に対する懸念等から反落しましたが、日本の金融緩和・株価下支え政策への継続期

待も根強く、大幅な調整には至りませんでした。

　一方、当社が依拠する国内出版市場は、1990年代後半から続く減少傾向がいまだ底を打つ気配を見せていません。人

口減少に加え、スマートフォンの普及による情報入手経路・時間消費行動の変化が、紙媒体離れをさらに加速させてい

ます。当期間では、出版市場全体が前年同期比8.3％の減少、うち雑誌は13.6％減、書籍も3.5％の減少（出版科学研究

所調べ）と厳しい状況となりました。

　こうした環境のもと、当社では長年の主力事業である雑誌・書籍、データ販売に対し、商品力の向上と一層の拡販、

制作体制の効率化に努めました。同時に『東洋経済オンライン』、『会社四季報オンライン』を軸としたデジタル分野

の拡大に注力、オンライン広告や会員課金収入の増大を図りました。またセミナーなど新規事業の育成も進めました。

　この結果、当中間会計期間の売上高は63億7,151万円（前年同期比105.2％）となりました。宣伝・物流費の増加や情

報化投資の負担増があったものの、営業利益は9億3,755万円（前年同期比109.0％）、経常利益9億3,207万円（前年同期

比109.3％）、中間純利益5億9,319万円（前年同期比107.7％）となりました。

(出版事業)

雑誌部門では、好調だった株式相場の追い風を受け、『会社四季報』、『会社四季報プロ５００』が売上高を伸ばし

ました。『週刊東洋経済』は、誌面リニューアルなどコンテンツ力のアップに努め、厳しい市場環境下ながら、売上高

は前年同期比で横ばいを維持しました。当期間では、薬局やビットコインを特集した号が好調な販売となりました。

　書籍部門では、引き続き企画重視の新刊制作と多面的な販売促進施策を実施、高水準の売り上げを記録した前年同期

並みとなりました。『ＳＨＯＥ　ＤＯＧ（シュードッグ）』、『ＡＩ　ｖｓ.　教科書が読めない子どもたち』、『４０

歳を過ぎて最高の成果を出せる「疲れない体」と「折れない心」のつくり方』などが大きなヒットとなりました。

　事業部門では、主力のデータ販売が証券会社や機関投資家向けを中心に安定的な売り上げを計上しました。また『会

社四季報オンライン』が会員収入を伸ばしたほか、セミナー事業も順調に成長を続けました。

　広告部門では、『東洋経済オンライン』のオンライン広告が、高水準のページビューを背景に引き続き高い成長を遂

げました。『週刊東洋経済』を軸とする雑誌広告も底を打ち、増加に転じました。オンラインと雑誌を連動させた企画

提案など、総合的な営業展開が効果を上げています。

　この結果、売上高は62億7,049万円（前年同期比105.3％）、営業利益8億7,267万円（前年同期比109.7％）となりまし

た。
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(賃貸事業)

不動産部門では、賃貸条件の大きな変動や、大規模改修工事等はなく、賃料収入および営業利益は前期並みでした。

この結果、売上高は1億101万円（前年同期比97.1％）、営業利益6,487万円（前年同期比100.7％）となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前中間会計期間末に比べ６億7,936万円増

加し、34億7,460万円となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、３億9,744万円となりました。主な理由は税引前中間純利益、減価償却費、売

上債権の増加、法人税等の支払です。この結果、前中間会計期間と比べ収入が１億8,471万円減少しました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、△１億5,093万円となりました。主な理由は有形固定資産の取得による支出で

す。この結果、前中間会計期間に比べ支出が2,150万円減少しました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動キャッシュ・フローは、△1,720万円となりました。理由は短期借入金の借入による収入、短期借入金の返済

による支出、配当金の支払です。前中間会計期間の支出は同額でした。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当中間会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

出版事業 7,211,241 104.83

賃貸事業 － －

合計 7,211,241 104.83
 

(注) １　金額は総生産数量を販売価額によって換算しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 外注実績

当社では、刊行物の印刷製本を外注に依存しております。

当中間会計期間における外注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 外注高(千円) 前年同期比(％)

出版事業 420,606 61.46

賃貸事業 － －

合計 420,606 61.46
 

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 受注実績

当社では、受託出版物を受注生産しております。

当中間会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

出版事業 210,386 69.20 200,350 140.50

賃貸事業 － － － －

合計 210,386 69.20 200,350 140.50
 

　(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4) 販売実績

当中間会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

出版事業 6,270,497 105.31

賃貸事業 101,015 97.08

合計 6,371,512 105.17
 

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

 

相手先

前中間会計期間
(自　平成28年10月１日
至　平成29年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成29年10月１日
至　平成30年３月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱トーハン 695,852 11.49 770,528 12.09

日本出版販売㈱ 949,172 15.67 980,159 15.38
 

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。

 

４ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、本半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断

に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」につ

いて重要な変更はありません。なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

５ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社東洋経済新報社(E00699)

半期報告書

 7/36



 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析

経営成績に関しましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要」をご参照願います。

（2）財政状態の分析

当中間会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ５億9,752万円（5.4％）増加し、116億4,979万円となりまし

た。

　流動資産は前事業年度末に比べ６億2,963万円（6.7％）増加し100億5,688万円、固定資産は3,211万円（2.0％）減

少し15億9,290万円となりました。負債の合計は、前事業年度末に比べ2,153万円（0.4％）増加し56億415万円となり

ました。純資産の合計は、前事業年度末に比べ５億7,598万円（10.5％）増加し60億4,563万円となりました。

（3）キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローに関しましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要」をご参照願います。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000

計 800,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成30年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年６月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 400,000 400,000 非上場・非登録 （注）1、2

計 400,000 400,000 ― ―
 

（注）1　単元株制度は採用しておりません。

　　　2　株式の譲渡制限に関する定款の定めは次の通りであります。

　　　　当会社の株式の譲渡または取得については、株主または取得者は取締役会の承認を受けなければならない。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年３月31日 － 400,000 － 100,000 － 22,502
 

 

(6) 【大株主の状況】

平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 12,750 3.18

山縣　裕一郎 東京都杉並区 11,890 2.97

駒橋　憲一 東京都文京区 10,970 2.74

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 10,500 2.62

田北　浩章 千葉県八千代市 9,775 2.44

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目1番２号 8,250 2.06

遠藤　俊三 埼玉県さいたま市浦和区 6,635 1.65

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 5,250 1.31

日比野　洋 東京都練馬区 5,120 1.28

王子製紙株式会社 東京都中央区銀座四丁目７番５号 4,750 1.18

計 ― 85,890 21.47
 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式55,825株（13.96%)があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 55,825 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式344,175 344,175 ―

発行済株式総数 　　　　400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 344,175 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成30年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社東洋経済新報社

東京都中央区日本橋本石
町一丁目２番１号

55,825 ― 55,825 13.96

計 ― 55,825 ― 55,825 13.96
 

 

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

非上場・非登録のため該当事項はありません。

 
３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社東洋経済新報社(E00699)

半期報告書

12/36



第５ 【経理の状況】

 

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号)に

基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(自平成29年10月１日　至平成30年３月

31日)の中間財務諸表について、八重洲監査法人により中間監査を受けております。

 

３　中間連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【中間財務諸表等】

(1)【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年９月30日)
当中間会計期間
(平成30年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,295,312 6,524,608

  受取手形 1,176 10,260

  売掛金 2,128,585 2,493,924

  たな卸資産 ※1  551,761 ※1  576,086

  繰延税金資産 260,718 301,179

  その他 274,233 235,378

  貸倒引当金 △84,542 △84,554

  流動資産合計 9,427,244 10,056,883

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 912,656 884,935

   その他（純額） 91,984 102,911

   有形固定資産合計 ※2  1,004,641 ※2  987,846

  無形固定資産 174,742 162,859

  投資その他の資産   

   投資有価証券 69,306 69,306

   繰延税金資産 264,575 262,650

   その他 132,321 130,810

   貸倒引当金 △20,564 △20,564

   投資その他の資産合計 445,639 442,202

  固定資産合計 1,625,023 1,592,909

 資産合計 11,052,268 11,649,792
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年９月30日)
当中間会計期間
(平成30年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 671,082 701,919

  短期借入金 72,000 72,000

  未払費用 517,469 543,969

  未払法人税等 301,562 374,337

  前受金 739,260 714,443

  返品調整引当金 205,214 209,697

  返品債権特別勘定 87,965 93,176

  賞与引当金 373,163 481,081

  役員賞与引当金 61,640 -

  その他 ※3  292,084 ※3  184,833

  流動負債合計 3,321,441 3,375,458

 固定負債   

  退職給付引当金 2,073,006 2,039,362

  役員退職慰労引当金 68,453 69,615

  その他 119,721 119,721

  固定負債合計 2,261,180 2,228,698

 負債合計 5,582,622 5,604,156

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 100,000 100,000

  資本剰余金   

   資本準備金 22,502 22,502

   その他資本剰余金 100,000 100,000

   資本剰余金合計 122,502 122,502

  利益剰余金   

   利益準備金 50,000 50,000

   その他利益剰余金   

    別途積立金 1,766,000 1,766,000

    繰越利益剰余金 3,459,056 4,035,046

    その他利益剰余金合計 5,225,056 5,801,046

   利益剰余金合計 5,275,056 5,851,046

  自己株式 △27,912 △27,912

  株主資本合計 5,469,646 6,045,635

 純資産合計 5,469,646 6,045,635

負債純資産合計 11,052,268 11,649,792
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②【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成29年10月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 6,058,401 6,371,512

売上原価 3,657,583 3,659,828

売上総利益 2,400,818 2,711,684

販売費及び一般管理費 1,540,623 1,774,127

営業利益 860,194 937,556

営業外収益 ※1  7,756 ※1  7,801

営業外費用 ※2  15,086 ※2  13,280

経常利益 852,864 932,077

特別利益 - -

特別損失 ※3  19 ※3  32

税引前中間純利益 852,844 932,044

法人税、住民税及び事業税 352,043 377,382

法人税等調整額 △50,096 △38,535

法人税等合計 301,947 338,846

中間純利益 550,897 593,198
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③【中間株主資本等変動計算書】

 前中間会計期間(自 平成28年10月１日　至 平成29年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計

当期首残高 100,000 22,502 100,000 122,502

当中間期変動額     

剰余金の配当     

中間純利益     

当中間期変動額合計 ― ― ― ―

当中間期末残高 100,000 22,502 100,000 122,502
 

 

 

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 50,000 1,766,000 2,780,282 4,596,282 △27,912 4,790,872 4,790,872

当中間期変動額        

剰余金の配当   △17,208 △17,208  △17,208 △17,208

中間純利益   550,897 550,897  550,897 550,897

当中間期変動額合計 ― ― 533,688 533,688 ― 533,688 533,688

当中間期末残高 50,000 1,766,000 3,313,971 5,129,971 △27,912 5,324,561 5,324,561
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 当中間会計期間(自 平成29年10月１日　至 平成30年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計

当期首残高 100,000 22,502 100,000 122,502

当中間期変動額     

剰余金の配当     

中間純利益     

当中間期変動額合計 ― ― ― ―

当中間期末残高 100,000 22,502 100,000 122,502
 

 

 

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 50,000 1,766,000 3,459,056 5,275,056 △27,912 5,469,646 5,469,646

当中間期変動額        

剰余金の配当   △17,208 △17,208  △17,208 △17,208

中間純利益   593,198 593,198  593,198 593,198

当中間期変動額合計 ― ― 575,989 575,989 ― 575,989 575,989

当中間期末残高 50,000 1,766,000 4,035,046 5,851,046 △27,912 6,045,635 6,045,635
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成29年10月１日
　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益 852,844 932,044

 減価償却費 77,967 75,439

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,166 12

 賞与引当金の増減額（△は減少） 68,010 107,918

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △53,980 △61,640

 返品調整引当金の増減額（△は減少） 9,173 9,693

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △27,198 △33,644

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,381 1,162

 受取利息及び受取配当金 △202 △202

 支払利息 323 326

 固定資産除却損 19 32

 売上債権の増減額（△は増加） △260,764 △374,423

 たな卸資産の増減額（△は増加） 14,554 △24,325

 仕入債務の増減額（△は減少） △41,300 30,836

 未払債務の増減額（△は減少） 29,026 20,076

 前受金の増減額（△は減少） △33,106 △24,816

 未払消費税等の増減額（△は減少） 36,061 9,403

 その他 32,217 34,273

 小計 707,860 702,169

 利息及び配当金の受取額 202 202

 利息の支払額 △320 △323

 法人税等の支払額 △125,589 △304,606

 営業活動によるキャッシュ・フロー 582,153 397,441

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △78,826 △133,764

 無形固定資産の取得による支出 △77,666 △18,350

 投資有価証券の取得による支出 △8,000 -

 短期貸付金の増減額（△は増加） △227 △428

 その他 △7,723 1,605

 投資活動によるキャッシュ・フロー △172,442 △150,937

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 180,000 180,000

 短期借入金の返済による支出 △180,000 △180,000

 配当金の支払額 △17,208 △17,208

 財務活動によるキャッシュ・フロー △17,208 △17,208

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 392,501 229,295

現金及び現金同等物の期首残高 2,402,742 3,245,312

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  2,795,244 ※1  3,474,608
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　その他有価証券

時価のあるもの

中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処

　理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

　なお、取得価額と額面金額との差額が金利の調整と認められる債券については、償却原価法

　により原価を算定しております。

　(2) たな卸資産

主として個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

 

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに平成28年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数については以下のとおりであります。

建物 3～50年

構築物 10～20年

工具器具及び備品 3～20年

　(2) 無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

　(3) 長期前払費用

定額法
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３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　(2) 単行本在庫調整勘定

単行本の陳腐化による損失に備えるため、法人税法基本通達に規定する方法と同一の基準により計上しておりま

す。

　(3) 返品調整引当金

定期刊行物及び単行本の返品による損失に備えるため、過去の返品実績を勘案した所要額を計上しております。

　(4) 返品債権特別勘定

定期刊行物の返品による損失に備えるため、法人税法基本通達に規定する方法と同一の基準により計上しており

ます。

　(5) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(6) 役員賞与引当金

　　役員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　(7) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計

期間末に発生していると認められる額を計上しております。

　①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間会計期間末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

　②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　(8) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間会計期間末要支給額を計上しております。

　

４　中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から満期日または償還日までの期間が３ヶ

月以内の短期投資からなっております。

 
５　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

該当事項はありません。

 

(表示方法の変更)

該当事項はありません。

 

(会計上の見積りの変更)

該当事項はありません。

 

(追加情報)

該当事項はありません。

 
 
 
(中間貸借対照表関係)

※１　資産の金額より直接控除した単行本在庫調整勘定の額

 

 
前事業年度

(平成29年９月30日)
当中間会計期間
(平成30年３月31日)

製品 436,415千円 422,003千円
 

 

※２　資産の金額より直接控除している減価償却累計額の額

 
 

前事業年度
(平成29年９月30日)

当中間会計期間
(平成30年３月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 1,505,499千円 1,545,394千円
 

 

※３　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び中間申告納付消費税等と仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。

 

※ 偶発債務

　(債務保証)

提出会社従業員の住宅資金の銀行借入に対し、6,721千円(前事業年度は7,089千円)の債務保証をしております。
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(中間損益計算書関係)

※１　営業外収益の主要項目

 

 
前中間会計期間

(自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成29年10月１日
至 平成30年３月31日)

受取利息 159千円 158千円

受取配当金 43千円 43千円

故紙売却収入 3,453千円 3,884千円

為替差益 100千円 －千円
 

 

※２　営業外費用の主要項目

 

 
前中間会計期間

(自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成29年10月１日
至 平成30年３月31日)

支払利息 323千円 326千円

著作権使用料 13,330千円 12,215千円

為替差損 －千円 681千円
 

 

※３　特別損失の主要項目

 
前中間会計期間

(自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成29年10月１日
至 平成30年３月31日)

固定資産除却損 19千円 32千円
 

 

※　　減価償却実施額

 

 
前中間会計期間

(自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成29年10月１日
至 平成30年３月31日)

有形固定資産 50,993千円 46,524千円

無形固定資産 26,974千円 28,914千円
 

 

EDINET提出書類

株式会社東洋経済新報社(E00699)

半期報告書

23/36



 

(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成28年10月１日　至　平成29年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 400 ― ― 400
 　

当中間会計期間中の変動はありません。

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 55 ― ― 55
 

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額　
（千円）

1株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年12月22日　
定時株主総会

普通株式 17,208 50 平成28年9月30日 平成28年12月26日
 

　

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成29年10月１日　至　平成30年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 400 ― ― 400
 　

当中間会計期間中の変動はありません。

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 55 ― ― 55
 

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額　
（千円）

1株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年12月22日　
定時株主総会

普通株式 17,208 50 平成29年9月30日 平成29年12月25日
 

　

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前中間会計期間

(自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成29年10月１日
至 平成30年３月31日)

現金及び預金 5,845,244千円 6,524,608千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△3,050,000千円 △3,050,000千円

現金及び現金同等物 2,795,244千円 3,474,608千円
 

 

(金融商品関係)

前事業年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

金融商品の時価等に関する事項

　平成29年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。((注2)を参照下さい。)

 

 
貸借対照表
計上額(千円)

時価(千円) 差額(千円)

(1) 現金及び預金 6,295,312 6,295,312 －

(2) 受取手形 1,176 1,176 －

(3) 売掛金 2,128,585 2,128,585 －

資産計 8,425,075 8,425,075 －

(1) 買掛金 671,082 671,082 －

(2) 未払費用 517,469 517,469 －

(3) 短期借入金 72,000 72,000 －

負債計 1,260,552 1,260,552 －
 

　(注１) 金融商品の時価の算定方法

資産

(1) 現金及び預金　(2) 受取手形　(3) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

負債

(1) 買掛金　(2) 未払費用　(3) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 (単位：千円)

 貸借対照表計上額

市場性のない非上場株式 69,306
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当中間会計期間(自　平成29年10月１日　至　平成30年３月31日)

金融商品の時価等に関する事項

　平成30年３月31日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。((注2)を参照下さい。)

 

 
中間貸借対照表
計上額(千円)

時価(千円) 差額(千円)

(1) 現金及び預金 6,524,608 6,524,608 －

(2) 受取手形 10,260 10,260 －

(3) 売掛金 2,493,924 2,493,924 －

資産計 9,028,793 9,028,793 －

(1) 買掛金 701,919 701,919 －

(2) 未払費用 543,969 543,969 －

(3) 短期借入金 72,000 72,000 －

負債計 1,317,888 1,317,888 －
 

　(注１) 金融商品の時価の算定方法

資産

(1) 現金及び預金　(2) 受取手形　(3) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

負債

(1) 買掛金　(2) 未払費用　(3) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 (単位：千円)

 中間貸借対照表計上額

市場性のない非上場株式 69,306
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(有価証券関係)

前事業年度(平成29年９月30日)

該当事項はありません。

 

当中間会計期間(平成30年３月31日)

該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

　当社が保有する建物における石綿障害予防規則に基づくアスベスト除去費用については、見積不可のため計上してお

りません。

 

(賃貸等不動産関係)

　賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額及び中間決算日における時価に前事業年度の末日に比して著しい変動が認めら

れないため、賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額及び当中間会計期間における主な変動並びに中間決算日における時

価及び当該時価の算定方法の記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間会計期間(自 平成28年10月１日 至 平成29年３月31日)

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、意思決定機関が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、取り扱う製品・サービス別に「出版事業」、「賃貸事業」の計２つを報告セグメントとしております。

　

 事業区分 主な製品

出版事業 雑誌・書籍の出版、販売、広告営業ほか 週刊東洋経済、会社四季報

賃貸事業 ビル、駐車場の賃貸  
 

 

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価

格に基づいております。

　なお、当社では、事業セグメントへの資産等の配分はおこなっておりません。

 

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 

 
報告セグメント

調整額(千円)
中間財務諸表
計上額(千円)出版事業

(千円)
賃貸事業
(千円)

計
(千円)

売上高      

  外部顧客への売上高 5,954,347 104,053 6,058,401 － 6,058,401

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － － － －

計 5,954,347 104,053 6,058,401 － 6,058,401

　セグメント利益 795,736 64,458 860,194 － 860,194
 

　

Ⅱ 当中間会計期間(自 平成29年10月１日 至 平成30年３月31日)

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、意思決定機関が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、取り扱う製品・サービス別に「出版事業」、「賃貸事業」の計２つを報告セグメントとしております。

　

 事業区分 主な製品

出版事業 雑誌・書籍の出版、販売、広告営業ほか 週刊東洋経済、会社四季報

賃貸事業 ビル、駐車場の賃貸  
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２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価

格に基づいております。

　なお、当社では、事業セグメントへの資産等の配分はおこなっておりません。

 

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 

 
報告セグメント

調整額(千円)
中間財務諸表
計上額(千円)出版事業

(千円)
賃貸事業
(千円)

計
(千円)

売上高      

  外部顧客への売上高 6,270,497 101,015 6,371,512 － 6,371,512

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － － － －

計 6,270,497 101,015 6,371,512 － 6,371,512

　セグメント利益 872,677 64,878 937,556 － 937,556
 

 

【関連情報】

前中間会計期間(自 平成28年10月１日 至 平成29年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

　　　報告セグメントと同一のため、記載を省略しております。

 

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

　日本国内の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

　日本国内に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

 

顧客の名称又は氏名 売上高(千円) 関連するセグメント名

㈱トーハン 695,852 出版事業

日本出版販売㈱ 949,172 出版事業
 

 

EDINET提出書類

株式会社東洋経済新報社(E00699)

半期報告書

29/36



 

当中間会計期間(自 平成29年10月１日 至 平成30年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

　　　報告セグメントと同一のため、記載を省略しております。

 

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

　日本国内の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

　日本国内に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

 

顧客の名称又は氏名 売上高(千円) 関連するセグメント名

㈱トーハン 770,528 出版事業

日本出版販売㈱ 980,159 出版事業
 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 

項目
前事業年度

(平成29年９月30日)
当中間会計期間
(平成30年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 15,892円5銭 17,565円59銭

　(算定上の基礎)   

(中間)貸借対照表上の純資産の部の合計額(千円) 5,469,646 6,045,635

普通株式に係る純資産額(千円) 5,469,646 6,045,635

(中間)貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当た
り純資産額の算定に用いられた普通株式に係る純資
産額との差額(千円)

─ ─

普通株式の発行済株式数(株) 400,000 400,000

普通株式の自己株式数(株) 55,825 55,825

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数(株)

344,175 344,175
 

　

項目
前中間会計期間

(自　平成28年10月１日
至　平成29年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成29年10月１日
至　平成30年３月31日)

(2) １株当たり中間純利益 1,600円63銭 1,723円54銭

　(算定上の基礎)   

中間損益計算書上の中間純利益(千円) 550,897 593,198

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る中間純利益(千円) 550,897 593,198

普通株式の期中平均株式数(株) 344,175 344,175
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第126期(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)平成29年12月22日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

 

平成30年６月14日

株式会社東洋経済新報社

取　締　役　会　　御　中

 

八重洲監査法人
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士　　三　　井　　智　　宇 　㊞

 

 

業務執行社員  公認会計士　　西　　山　　香　　織 　㊞
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社東洋経済新報社の平成29年10月１日から平成30年９月30日までの第127期事業年度の中間会計期間(平成29

年10月１日から平成30年３月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 
中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定

し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の

一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務

諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続

が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な

情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社東洋経済新報社の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成29年

10月１日から平成30年３月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
 

（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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